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【提案・要望】
＜まん延防止＞
１　国外からの新型コロナウイルスの侵入を防止するため、空港や港湾等での検疫

体制の強化など、水際対策に引き続き万全を期すこと
　　また、広域的な移動などによる、国内での感染拡大を防止するための対策につ

いても万全を期すこと

＜医療＞
２　国内外の正確な情報を迅速に収集して国民に提供するとともに、感染拡大に備

えた国内各地における適切な検査・医療体制を早急に整えるため、感染防止対策、
外来医療体制、入院医療体制の整備にかかる支援を行うこと

　　あわせて、医療従事者への支援体制（家族等への感染を予防するため医療従事
者用の宿泊施設の確保、メンタルヘルス対策等）を構築すること

３　簡易検査キット、ワクチン、治療薬の開発・製造を早急に行うとともに､ 症状
に応じた治療法を速やかに確立すること

　　また､ 絶対的に不足しているマスク、防護服､ 消毒液等の医療物資の確保に努
め､ 国民への円滑な供給体制を迅速に整えること

　　特に医療機関や高齢者施設への供給を優先すること

４　感染のピーク時等に医療機関が安心して感染患者を受入れることができるよう、
当該医療機関に対する収支差補てん（風評被害がなくなり収入が回復するまでの
間も含む）など、国の責任において十分な経営支援策を講じること

５　感染者、濃厚接触者、看護職及び医療職、また、その家族等が風評被害を受け
ないよう人権を守る対策を講じること

＜産業＞
６　感染拡大防止対策の効果的な実施のため、イベント等の開催や事業活動の中

止・休止要請に伴う営業損失について、国の責任において補償すること

７　観光需要の落ち込みや外出自粛要請による客足の減少、サプライチェーンの毀
損等により県内の幅広い業種において影響が生じており、事業の継続が困難と
なっている中小・小規模事業者に対して、政府が打ち出した対策の速やかな周知
と実施の徹底、並びに地域の現状に応じた弾力的な運用を図るとともに、地域に
おける消費喚起を促すための必要な支援策を講じること

　　また、引き続き金融機関に対して企業活動の継続に必要な資金の円滑な融資及
び既貸付金の元金返済猶予等、具体的な支援策の実行を要請するとともに、それ
らに要する財政支援の充実を図ること

１　新型コロナウイルス感染症対策について
【内閣官房、内閣府、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、財務省】
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【本県の現状・課題等】
新型コロナウイルスによる感染症は急速な勢いで世界中に拡散し、世界保健機関（ＷＨＯ）

において「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態」に該当する旨の宣言がなされるな
ど、国際的な脅威となっている。

さらなる感染拡大に備え、令和２年４月７日に新型インフルンザ等対策特別措置法第32
条第１項の規定に基づいて７都府県に対し、４月16日は全都道府県を対象に緊急事態宣言
が発せられ、そして５月４日にはその期間が５月31日まで延長されたが、本県は５月14日
をもって緊急事態宣言が解除されたところである。

また、我が国の経済は感染症拡大により大幅に下押しされ、国難と言うべき厳しい状況に
置かれており、令和元年度末に「新型コロナウイルス感染症に関する緊急対応策」の第１弾
及び第２弾、さらには「生活不安に対応するための緊急措置」と金融措置を含め総額２兆円
規模の対応策が講じられている。　

さらには令和２年４月７日に「新型コロナウイルス感染症緊急経済対策」が講じられてお
り、今後とも国と地方公共団体が一体となった迅速かつ適切な対応が求められている。

８　農林水産業について、生産体制に支障が生じないよう、経済的に影響を受けた
農林漁業者が事業を継続するための資金繰り支援やセーフティーネット確保など
の経営安定対策、労働力の確保対策、販売促進対策の強化など、安心して生産活
動等を行うことができるよう万全の対策を講じること

＜教育等＞
９　子どもの学びの保障のための学習支援やオンライン学習のためのネットワーク

環境及び端末の整備にかかる財政支援を行うこと
　　また、感染防止のための学校・保育所・放課後児童クラブ等の衛生環境への配

慮及び保護者や一斉休業により影響を受けた関係事業者に対して特段の措置を行
うこと

＜地方財政＞    
10　地方公共団体が実施する感染防止対策、医療提供体制の整備、地域経済、住民

生活の支援等については十分な財政措置を講じること
　　特に、地方公共団体向けの交付金等については、その総額を大幅に増額すると

ともに、算定にあたっては、条件不利地域や産業構造など地方の実情に配慮する
こと

（本県の取組）
　令和２年３月13日に「新型コロナウイルス対策本部」を設置したが、すでにそれ以前か
ら諸対策を講じており、県民への感染予防に関する情報発信や電話相談対応、医療福祉分野
における現場の状況に応じた対応、また、学校の休校措置に伴う児童・生徒の日々の生活や
保護者に対する支援等、安全で安心な県民生活の確保に向け、様々な対策を講じている。
＜本県における緊急事態措置の経過※県下全域を対象に県民・事業者に協力依頼＞

○令和２年４月17日（緊急事態宣言の全国拡大を踏まえて）　　　　
　①生活の維持に必要な場合を除き、極力外出を控えること
　②県境を越える帰省や旅行、離島地域への訪問を控えること
　③事業者に対し、テレワークや時差出勤の推進、三密を避ける就業環境の整備
○令和２年４月24日（休業要請等の実施）
　施設の休業要請を行うとともに、飲食店等の食事提供施設に対し20時から翌朝５時ま

　　での時間帯に営業の自粛を要請
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○令和２年５月５日（緊急事態宣言の延長を踏まえて）
　①県境を越える帰省や旅行、また、離島地域への訪問を控えること　　
　②接客を伴う夜の街への外出を極力控えること　
　③新たな生活様式の実践
　④事業者に対し、テレワークや時差出勤、感染防止対策や三密を回避する環境整備、店

　　　頭表示等による県外からの来訪者抑制
　⑤遊興施設等について、引き続き５月20日まで休業を要請　　
○令和２年５月15日（緊急事態宣言の解除を踏まえて）
　①県境を越える不要不急の移動を避け、県外の皆様の離島訪問を控えること
　②新しいライフスタイルの実践
　③テレワーク、時差出勤、オンライン会議のさらなる推進
　④遊技施設や接待を伴う遊興施設における県外からの来訪者抑制
　⑤業種ごとの感染防止に向けたガイドラインを踏まえた対策の徹底
　⑥５月15日をもって、全ての施設の休業要請を終了

＜会議の開催状況（５月19日時点）＞
○新型コロナウイルス対策本部の開催数　　　11回
○新型コロナウイルス対策推進会議等開催数　19回

＜新型コロナウイルス感染者の状況等＞
○新型コロナウイルス感染症確定例（令和２年５月19日時点）17件
○新型コロナウイルス感染症検査数（令和２年２月７日～５月19日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　累計　2,587件
○帰国者・接触者相談センターでの相談件数（令和２年２月７日～５月18日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　累計　9,541件　
○感染症指定医療機関（感染症病床）10医療機関（38病床）

＜新型コロナウイルス感染症にかかる県制度融資の活用状況＞
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【提案・要望実現の効果】
国と地方が一体となって、さらなる感染拡大防止対策、適切な検査・医療体制の構築、事

業者の経済活動支援などを行うことで、より安全・安心な県民生活を確保することができる。

＜県内農林水産物の販売額低下状況＞
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【提案・要望】
１　西九州地域の産業振興や交流人口の拡大を図るため、与党整備新幹線建設推進

プロジェクトチーム九州新幹線（西九州ルート）検討委員会が示した、新鳥栖～
武雄温泉間を「フル規格により整備することが適当」との基本方針等を踏まえ、
以下の事項について対応すること
⑴　新鳥栖～武雄温泉間の整備方式に係る関係者間の協議を進展させ、整備効果

が最も高く、西九州地域の発展に資するフル規格による整備の早期実現を図る
こと。

　　また、西九州ルートへの直通運行も視野に入れたＪＲ佐世保線の輸送改善に
向けた支援を行うこと

⑵　関係者間の協議において、地方負担や並行在来線等の課題解決を図ること
⑶　暫定的な姿である武雄温泉駅での対面乗換を一刻も早く解消するため、早期

に環境影響評価の調査に着手すること
２　新幹線整備に伴い、上下分離されるＪＲ長崎本線（肥前山口～諫早）において、

ＪＲ九州から譲り受ける鉄道資産についても、並行在来線の譲受固定資産に係る
特例措置の対象とすること

【本県の現状・課題等】
新鳥栖～武雄温泉間については、令和元年８月、与党ＰＴ西九州ルート検討委員会におい

て、フル規格により整備することが適当とされるとともに、関係者間（国土交通省、佐賀
県、長崎県、ＪＲ九州）で協議を行い、検討を深めていくべきとされた。

武雄温泉駅での対面乗換を早期に解消し、西九州ルートの本来の姿である新大阪までの直
通運行を実現するため、早急に関係者間の合意形成を図り、フル規格による整備方針を決定
していただく必要がある。合意形成に向けては、地方負担の軽減を図るとともに、佐世保線
と直結する重要な路線である新鳥栖～武雄温泉間の在来線について、ＪＲ九州による経営を
維持していただく必要がある。

新幹線整備に伴い、ＪＲ長崎本線（肥前山口～諫早）は上下分離され、引き続き、ＪＲ九
州が列車の運行を行い、鉄道施設の維持管理は長崎県及び佐賀県で設立する一般社団法人が
行うこととなる。一般社団法人は、上下分離方式に至るこれまでの経過等から鉄道施設の使
用料を徴収せず、自主財源が乏しい経営環境のもと、経費削減等を行いながら、両県の財政
支援に頼らざるを得ない法人運営となるため、譲受固定資産に係る特例措置が必要である。

（本県の取組）
政府･与党等に対して、県議会等と共に、フル規格による整備の早期決定や地方負担の軽

減、環境影響評価調査の予算計上等について、重ねて要請を行っている。
ＪＲ佐世保線については、令和元年度から佐世保～有田間の高速化に資する線路等の整備を

進め、振子型車両の導入と併せて、佐世保～博多間の所要時間の短縮を図ることとしている。
ＪＲ長崎本線（肥前山口～諫早）については、令和４年度の西九州ルート（武雄温泉～長

崎）開業時の上下分離の実施に向けて、佐賀県及びＪＲ九州とともに協議を進めている。ま
た、地域住民の重要な生活路線の維持のため、平成20年度から継続して、並行在来線関係道
県協議会において、政府・与党等に対し各種支援制度の拡充・創設に向けて要請を行っている。

２　九州新幹線西九州ルートの整備促進について
【総務省、国土交通省、財務省】
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【提案・要望実現の効果】
（項目１）
西九州ルートがフル規格で整備されることにより、新大阪までの直通運行が可能となり、

関西や中国地方との交流人口が拡大、関西・中国圏との連携により社会経済の発展に寄与す
る。

また、西九州地域がアジアの玄関口となり、高速鉄道網の整備により新たな観光ルートが
構築され、観光立国を推進する国家戦略にも寄与する。

更に、新幹線の全国ネットワーク構築は、災害に強い国づくり、国土強靭化に資する。
（項目２）
並行在来線と同様の支援が講じられることにより、地方負担の軽減が図られ、ＪＲ長崎本線

（肥前山口～諫早）の鉄道輸送サービスが将来にわたり安定的に維持される。



─ 7─

【本県の現状・課題等】
我が国の人口が今後急激に減少することが見込まれる中、本県においても人口減少対策は

喫緊の課題であり、地域の特性を活かした地方創生の取組を強力に推進していく必要があ
る。その中でも観光分野については特に大きな成長が見込まれることから、その競争力強化
が急務である。

九州・長崎は観光需要が急速に拡大するアジアに近く、国内外から観光客を惹きつける質
の高い数多くの観光資源を有していることに加え、九州地方知事会や九州各県議会議長会、
九州の経済団体等が九州・長崎ＩＲを応援することを決議するなど、民間、行政、議会が一
体となって、ＩＲ区域認定をめざしており、広域的な観光振興の取組も進んでいる。

このような優位性を活かしながら、本県にＩＲという訪日観光の新たな玄関口を設けるこ
とができれば、成長・発展の著しいアジア地域から、今までにない人の流れを引き込み、新
しい風を西から起こすことができる。

なお、ＩＲ整備にあたっては、国内外からの観光客の飛躍的増加を見据えた交通アクセス
強化のほか、懸念される社会的リスクについても、あらかじめ対策を講じておく必要がある。

（本県の取組）
区域整備計画の認定申請に向けては、本年４月にＩＲ事業者の公募・選定にかかる実施方

針（案）を公表するなど、準備を進めている。
また、懸念事項の中で、国民の関心が特に高いギャンブル依存症に対しては、他の候補地

に先駆けて、長崎県ギャンブル等依存症対策推進計画を策定し、相談から治療・回復に至る
まで関係機関が連携した取組を推進しているところ。

さらに、候補地である佐世保市ハウステンボス地域への交通アクセスの強化については、
国や交通事業者との情報共有を密にしながら、陸海空それぞれの交通アクセスの改善に向け
た検討を深めている。

【提案・要望】
１　日本型ＩＲに期待される高い経済効果を早期に発現させるため、事業計画の検

討に必要な税制をはじめとする制度の内容を速やかに示すとともに、３箇所を上
限とするＩＲ区域認定を早期に実施すること

２　政府のＩＲ整備の目標である「2030年に訪日外国人旅行者を6,000万人、消費
額を15兆円とする政府目標達成の後押し」をするため、九州・長崎にＩＲという
新たなゲートウェイを設けること

３　ＩＲ導入にあたり懸念される社会的リスクの最小化に向け、特定複合観光施設
区域整備法並びにギャンブル等依存症対策基本法及びギャンブル等依存症対策基
本計画を踏まえ、ギャンブル依存症対策等について、地方公共団体等とも連携し
た対策を講じること

４　ＩＲ整備に伴う国内外からの観光客の飛躍的増加を見据え、交通アクセスの強
化に向けた道路や港湾施設等の整備予算を確保し、その促進を図ること

３　特定複合観光施設（ＩＲ）の区域認定について
【内閣官房、内閣府、カジノ管理委員会、財務省、国土交通省、観光庁】
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【提案・要望実現の効果】
（項目１）（項目２）（項目４）
本県にＩＲという訪日観光の新たな玄関口を設け、インバウンド客を直接招き入れること

により、九州の観光振興に大きく寄与するとともに、政府のＩＲ整備の目標である「2030
年に訪日外国人旅行者を6,000万人、消費額15兆円とする政府目標達成の後押し」に大きく
貢献できる。

また、ＩＲの経済効果が波及する産業のすそ野は広いことから、多様な業種で雇用が創出
されることで、定住人口の増加が図られ、九州の地方創生に繋がる。
（項目３）
国が地方公共団体とも連携した対策を講じることにより、ＩＲ導入に伴う社会的リスクが

軽減されるとともに、ＩＲへの国民の理解も進む。
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【本県の現状・課題等】
○　排水門開放差止請求を認める判決等が確定したが、残る請求異議訴訟を含む開門問題

関連訴訟の早期解決が求められる。併せて、国民の理解を得るため、事業の経緯、効果
（防災・営農）、開門した場合の問題点等を分かりやすく説明いただきたい。

○　有明海の貝類等の漁業不振は、熊本新港、筑後大堰等の巨大事業やノリの酸処理等の
複合的な要因によるものであること、及び海域により流れや底質が異なること等を踏ま
え、真の有明海再生に向けた抜本的な水産振興策を実施していただく必要がある。

○　長崎県計画には、有明海及び橘湾の再生を着実に推進するため、漁業の振興に関する
様々な事業を掲げ実施しているところであるが、地元漁業者は、諫早湾の海域環境の抜
本的な改善に向け、当該計画の別表６にかかる大規模な事業の実施を強く求めている。

○　調整池の水質保全対策については、第３期行動計画に基づき関係機関と連携を図りな
がら各種取組を行っているが、未だに水質目標に達していない状況である。現在、取組
を進めている面源やアオコ・ユスリカ対策等に加えて、濁りの抑制につながる浚渫や覆
砂などの効果的対策が求められている。

○　諫早湾干拓事業によって創出された干陸地等は、地域活性化のための非常に貴重な資
源である。その利活用については、調整池の水質や周辺の自然環境等に配慮しながら国、
県、地元市が一体となって推進していく必要がある。

【提案・要望】
１　平成29年４月に農林水産大臣談話で示された「開門しないとの方針」及び令和

元年６月の最高裁決定により、開門問題に関し「開門を認めない」との方向性が
示されたことを踏まえ、請求異議訴訟においては請求が認容されるよう努めてい
ただくとともに、その他の開門請求訴訟においても開門しないとの方針に沿って
しっかりと対応され、開門問題関連訴訟の早期解決を図っていただきたいこと

２　有明海の漁業不振の原因究明を進めるとともに、開門しない前提での海域特性
に応じた効果的な水産振興策や環境改善対策を実施し、真の有明海再生を目指し
ていただきたいこと

特に、「有明海及び八代海等を再生するための特別措置に関する法律」に基づ
き、国が定めた基本方針を踏まえ、本県において実施すべき施策を定めた「有明
海及び橘湾の再生に関する長崎県計画」の別表６に掲げられている作澪、覆砂等
の大規模事業等を実施していただきたいこと

３　諫早湾干拓調整池の水質保全対策については、事業アセスで掲げた水質保全目
標の達成に向け、水質改善のための効果的な対策及び予算の確保を、責任を持っ
て行っていただきたいこと

４　国営諫早湾干拓事業について
【法務省、農林水産省、国土交通省、環境省】



─ 10 ─



─ 11 ─

【本県の現状・課題等】
再エネ海域利用法による一般海域の利用ルールが整備される中、更に洋上風力発電の導入

拡大を図り、民間企業の海洋エネルギー発電への参入を拡大するためには、国が導入目標を
明示し、市場の規模を企業が想定できることが必要である。

今後、商用化を促進させていく中で、先進地域である欧州と比べて、国内では、海洋エネル
ギー関連の専門人材がほとんどおらず、その育成は急務であることから、長崎海洋産業クラス
ター形成推進協議会が主体となり産学官連携のもと「長崎海洋開発人材育成・フィールドセン
ター」を設置したところである。座学に加えて、実際に海上で従事する専門人材を実海域で実
践的に育成するための訓練設備などを整備していく必要がある。なお、本県には「海洋再生可
能エネルギー実証フィールド」があり、人材育成の場として活用していくことも考えられる。

海洋エネルギーのポテンシャルの高さや造船関連技術等を活かした海洋関連産業の創出に取り
組む中で、潮流発電等の海洋エネルギーの実用化には更なる技術開発が必要である。また、今
後、洋上風力発電の普及・拡大のためには、コスト削減に向けた更なる研究開発も必要である。

さらに、五島市久賀島沖で現在採択中の潮流発電実証研究が終了することを踏まえ、事業
者が計画的に商用化を進めるためには、支援措置の継続及び事業予算の拡充に加え、潮流発
電の固定価格買取制度への追加が必要である。

（本県の取組）
地元産学官が海洋エネルギー関連分野の人材育成や研究開発等にかかる連携協定を締結し

ており、本県での関連産業の拠点化に向け、一体となった取組を進めている。
人材育成については、欧州等の先進地域の関係機関と連携しながら、実際に従事する社会

人を中心とした、現場実践型の教育拠点の形成を検討している。

【提案・要望】
再エネ海域利用法による海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利

用が促進される中、洋上風力発電を中心とした海洋再生可能エネルギーの導入拡大
を図るとともに、商用化による海洋エネルギー産業の国際競争力強化及び関連企業
の集積など、地域活性化に向けた施策について、以下の支援を講じること

１　エネルギーミックスにおける再生可能エネルギーの電源構成比率の実現には、
洋上風力発電等の導入拡大が不可欠であり、事業者が積極的かつ計画的に商用
化を実現できるよう、海洋再生可能エネルギーの導入目標を明示すること

２　商用化を促進していくためには、洋上の発電施設の建設や運用・メンテナン
ス等を行う専門人材を育成していくことが重要であり、実海域に訓練設備を整
備するなど人材育成にかかる施策及び支援を講じること

３　海洋再生可能エネルギーの利用促進に向け、実証フィールドを中心とした県
内海域の活用による洋上風力発電や潮流発電等の技術開発等に係る事業の継続、
及び事業予算を拡充するとともに、潮流発電の固定価格買取制度への追加につ
いて早期実現を図ること

５　海洋再生可能エネルギー導入及び商用化の促進に
ついて

【内閣府、経済産業省、環境省、国土交通省】
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実証フィールドについては、実証フィールド運営主体の設立準備や、民間主導による実証
事業の機能的な誘致活動に取り組んでいるところである。地元産業界では、ＮＰＯ法人「長
崎海洋産業クラスター形成推進協議会」が設立され、会員企業が事業参入に向けた活動を
行っており、また、地元大学では、国内外の大学や産業界と連携した研究開発が進められて
いる。

【提案・要望実現の効果】
国による海洋再生可能エネルギーの導入目標の明示により、事業者の参入意欲が更に高ま

り、多くの海域で商用事業が促され、全国各地で新たな市場が創出されることで、海洋関連
技術を有する企業等の発注増加、雇用の維持・拡大が進み、地域経済の活性化に繋がる。

本県の実証フィールドを中心とした県内海域において、世界最先端の実証試験が行われる
とともに、現場実習と欧州の最新技術を組み合わせた、実践的な人材育成を行うことで、

「研究開発・人材育成拠点」が形成される。
海洋再生可能エネルギーに係る各種研究開発が数多く実施され商用化が促進されること

で、わが国の海洋エネルギー産業の国際競争力強化に寄与するとともに、県内企業が研究開
発に積極的に参画することで、ノウハウ蓄積や技術力アップも図られる。
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【提案・要望】
地方創生・人口減少対策をはじめ、地域経済活性化・雇用対策、人づくり、防災・

減災事業などの地方の実情に沿ったきめ細かな行政サービスを十分担えるよう、よ
り一層の地方税財源の充実強化を図ること  

１　地方創生の推進
⑴　地方財政計画における「まち・ひと・しごと創生事業費（1.0兆円）」の拡

充及び「地域社会再生事業費（0.4兆円）」の維持・確保をするとともに、そ
の算定については条件不利地域等に配慮すること

⑵　地方創生推進交付金については、令和２年度予算で1,000億円が措置された
ことを踏まえ、地域の活力再生や移住定住推進など、引続き地方の需要に応
じた十分な額を確保すること

⑶　地方交付税の算定において、主要な測定単位である人口の基礎数値が令和
２年国勢調査に基づく数値に切り替わることによる影響を最小限に留めるた
め、人口急減補正の拡充などの措置を講じること

２　一般財源総額の確保
⑴　安定的な財政運営に必要となる地方の一般財源総額を確保すること
⑵　地方交付税の算定にあたっては、社会保障関係費や臨時財政対策債償還費

の増加について、包括算定経費などの行政経費を単純に圧縮して対応するの
ではなく、適切に財政需要を積み上げること

⑶　地方全体として必要な地方交付税の額の確保にあたっては、臨時財政対策
債の発行等によることなく、さらなる法定率の引上げにより対応すること

３　防災・減災対策に係る地方財政措置の延長
これまでも県民の安全・安心を確保するため防災・減災対策については集中

的に実施してきたが、近年の大規模な風水害等の多発化により、さらに需要が
増えてきていることから、引続き地方が防災・減災対策に取り組んでいけるよ
う、「緊急防災・減災事業費」及び「緊急自然災害防止対策事業費」を令和３年
度以降も継続すること

６　地方創生・人口減少対策、防災減災対策に必要な
財源措置の充実について

【総務省、内閣府】
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【本県の現状・課題等】
＜１　地方創生の推進＞
第２期長崎県まち・ひと・しごと総合戦略に基づき、地方創生を着実に推進するためには、

地方財政計画における関係事業費の拡充や、地方創生に関する交付金の十分な確保が必要で
ある。

また、交付税の算定にあたっては、財政力や条件不利地域等に配慮するなど地方の実情に
応じた配分が必要である。

本県は年間約１万３千人の人口が減少しており、令和２年国勢調査人口は、平成27年国
勢調査人口から約６万５千人の減少が見込まれている。

地方交付税の算定においては、人口が算定の大きなウエイトを占めており、激変緩和措置
である人口急減補正が講じられるものの、令和２年度人口に置き換えた場合、５年後には県
分約17億円、市町分約36億円の財源が減少することになる。

人口減少対策が必要な地域ほど、施策推進のための財源が減少することになるため、補正
率の引き上げや、対象費目の拡大といった人口急減補正の拡充により、影響を最小限に緩和
する必要がある。
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＜２　一般財源総額の確保＞
「経済財政運営と改革の基本方針2018」において、地方の一般財源総額については、令和

３年度まで、平成30年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保する
とされた。地方が地方創生や人口減少対策等に取り組み、安定的な財政運営を行うために
は、引き続き一般財源総額を確保する必要がある。

また、臨時財政対策債の発行額は、近年抑制傾向にあるものの、依然として多額の地方財
源不足が生じていることから、法定率の引き上げが必要である。

近年、地方交付税の基準財政需要額の算定において、社会保障関係費や臨時財政対策債償
還費が増加する一方、その他の行政経費は圧縮されており、特に包括算定経費は大幅に減少
している。

包括算定経費は、海外との交流人口の拡大や情報化の推進において重要な財政需要である
ことから、その経費を圧縮することなく、地域の実情に応じた配慮が必要である。

＜３　防災・減災事業に係る地財措置の延長＞
緊急防災・減災事業費及び緊急自然災害防止対策事業費の事業期間は令和２年度までであ

り、終了後の在り方については、地域の実情、課題等や「防災、減災、国土強靭化のための
３か年緊急対策」の動向等も踏まえて検討とされているが、防災・減災対策事業については、
今後も多額の需要が見込まれていることから、本制度の延長が必要である。
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【提案・要望実現の効果】

１　本県においては、第２期長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定し、「新規学卒
者」と「県内企業」のマッチング促進、県内企業の採用力強化、UIターン対策、魅力的
な働く場の創出、交流人口の拡大、子どもを産み育てやすい環境整備などに取り組んで
いる。

しかしながら、社会保障費の増加や人口減少、離島特有の財政需要などから、本県の財
政は極めて厳しい状況にある。地方財政計画及び地方交付税の算定、地方創生に関する交
付金等の財政措置を通して、安定的に十分な財源を確保することにより、地方創生に向け
た重点プロジェクトにかかる取組を加速化し、人口減少の抑制や東京一極集中等の是正を
図るものである。

また、地方交付税の算定において、人口減少の影響を最小限に抑制することで、安定的
な財政運営に資する。

２　安定的な財政運営に必要となる地方一般財源を確保することにより、地域の実情に応
じて喫緊の課題である地方創生や人口減少対策等の一層の推進を図ることができる。

また、地方交付税の本来の役割である財源保障機能と財源調整機能は、地方全体として
の必要額が確保されることによって発揮されるものであり、その原資を法定率の引き上げ
等により確保することで、地方交付税の安定性を高めて持続可能な制度とすることができ
る。

３　防災・減災対策事業を令和３年度以降も継続することにより、施設の耐震化や緊急輸
送道路の整備、急傾斜・地すべり対策、河川・砂防の整備など、災害に強く、命を守る
県土強靭化を推進することができる。
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【本県の現状・課題等】
有人国境離島地域は、人が住み続けることによって、我が国の領海、排他的経済水域の保

全等に関する活動拠点としての国家的な役割を担っている。
本県の悲願であった有人国境離島法が、本県選出議員をはじめ関係国会議員の多大なるご

尽力により議員立法で成立し、平成29年４月から施行された。
人口が昭和30年から平成27年までの60年間に58.9％も減少し、毎年約1,000人もの社会減

が続いてきた本県の特定有人国境離島地域において、国の基本目標である2027年における
「人口の社会増の実現」を達成するには、必要な予算の確保に加え、五島市、対馬市などの
関係市町及び議会が要望している海上保安部や自衛隊の部隊の体制強化や、更なる交流人口
拡大や地域経済活性化につながる航路・航空路運賃低廉化の対象範囲の拡大など、国の施策
の充実強化が必要である。

（本県の取組）
法の施行にあわせ、関係市町とともに国の施策を最大限活用して、有人国境離島地域の活

性化に全力で取り組んでいるところである。
法施行後においては、本県選出国会議員のご尽力を賜りながら、雇用機会拡充などの事業

を有効に活用させていただいたことにより、人口については法施行前から400人を超える社
会減の改善が図られ、特に五島市においては、市町村合併後初となる社会増が実現されるな
ど、有人国境離島法に基づく各種施策の成果が着実に現れてきている。

しかしながら、有人国境離島地域における人材確保は更に厳しさを増していることから島
外からの人材確保対策を強化していく必要がある。

【提案・要望】
有人国境離島地域に住民が安心して暮らし続けられる環境を整備し、将来の無人

化を防止するため、有人国境離島法に掲げられた事項にかかる施策の充実強化を図
ること

１　「特定有人国境離島地域社会維持推進交付金」など有人国境離島地域の保全及
び地域社会の維持に必要な予算を確保すること

２　有人国境離島地域への国の行政機関の設置について、特に海上保安部及び自
衛隊の部隊の体制強化や増員を図ること

３　有人国境離島地域の保全のみならず、住民生活を維持し、人流・物流の拡大
を図るため、港湾等の整備を促進すること

４　「特定有人国境離島地域社会維持推進交付金」について、航路・航空路運賃低
廉化の対象範囲の拡大や滞在型観光促進のための割引制度の充実、島外からの
人材確保対策の強化など、対象事業の拡充を図ること

５　特定有人国境離島地域に関する啓発活動や情報発信を充実するとともに、関
係地方公共団体の連携に向けた協力・支援を行うこと

７　有人国境離島地域の保全及び地域社会の維持について
【内閣府、総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、防衛省】
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【提案・要望実現の効果】
「特定有人国境離島地域社会維持推進交付金」の拡充や、国による特定有人国境離島地域

に関する啓発活動や情報発信の充実などにより、交流人口の拡大及び雇用の場の創出等を更
に推進することができる。

また、東シナ海周辺における海洋資源開発や外国漁船の操業が活発化する中、海上保安部
や自衛隊の部隊の体制強化等がなされることにより、領海警備等の対応強化が図られ、地域
の人口の維持・増加につながるとともに、住民生活及び生産・流通の基盤である港湾等の整
備が促進されることにより、地域経済を活性化することができる。

H29.4.1


